


 

 

 

 

○ 軽減税率の対象品目 

・ 飲食料品の譲渡（飲食店営業等を営む事業者が、一定の飲食設備のある場所等において行う食事の提供を除く） 

※ 飲食料品は、食品表示法に規定する食品（酒税法に規定する酒類を除くものとする） 

・ 定期購読契約に基づく週２回以上発行される新聞の譲渡 

 

○ 軽減税率 ８％（国分：６．２４％、地方分：１．７６％） 標準税率 １０％（国分：７．８％、地方分：２．２％） 

 

○ 適格請求書等保存方式の導入 

・ 平成３３年４月から、適格請求書等保存方式を導入する。 

・ 登録を受けた課税事業者が交付する適格請求書及び帳簿の保存を、仕入税額控除の要件とする。 

※ 適格請求書の記載事項は、発行者の氏名又は名称及び登録番号、取引年月日、取引の内容（軽減税率対象である旨の

記載を含む）、税率ごとに合計した対価の額及び適用税率、消費税額等、交付を受ける事業者の氏名又は名称とする。 

・ 税額計算の方法は、適格請求書の税額の積上げ計算と、取引総額からの割戻し計算の選択制とする。 

（適格請求書等保存方式導入までの経過措置） 

・ 現行の請求書等保存方式を維持しつつ、区分経理に対応するための措置を講ずる。具体的には、請求書等の記載事項

に、①軽減税率の対象品目である旨と、②税率ごとに合計した対価の額、を加える（区分記載請求書等保存方式）。 

 なお、上記①・②については、区分記載請求書の交付を受けた事業者が、事実に基づき追記することを認める。 

・ 売上げ又は仕入れを税率ごとに区分することが困難な事業者に対し、売上税額又は仕入税額の計算の特例を設ける。 

（適格請求書等保存方式導入後の経過措置） 

・ 適格請求書等保存方式の導入後６年間、免税事業者からの仕入れについて、一定割合の仕入税額控除を認める。 

軽減税率制度の概要 

税制抜本改革法第７条に基づく消費税率引上げに伴う低所得者対策として、平成２９年４月に、 
以下のとおり、軽減税率制度を導入する。 
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○ 「新聞」については、定期購読契約が締結された週２回以上発行され

る「新聞」を軽減税率の対象とする。 

 

○ 「書籍・雑誌」については、その日常生活における意義、有害図書排

除の仕組みの構築状況等を総合的に勘案しつつ、引き続き検討する。 

 

 

 

「新聞・書籍・雑誌」の取扱いについて（案） 

10



11



12



13



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
 

 

14



15



16



17



18



19



20



21




